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さらに、都道府県でどのように救急搬送及び受入れの迅速かつ適切な実

施を図っていくのか、そのルール（実施基準）について、公表することと

されており、都道府県は傷病者の状況に応じた医療機関のリスト等を明ら

かにすることとなる。 

なお、実際に実施基準を運用する際の実務的な情報の公表については、

各都道府県の判断となるが、慎重に対処する必要があるとの指摘がある。

これは、こうした情報の公表の仕方によっては、例えば、手術治療を念頭

に調整している医療機関に、ウォークインでの外来患者が殺到し、その対

応のために、手術対応が困難になるなど、それほど余力がない医療機関で

は、住民の受診行動によって、機能麻痺になってしまう恐れがあるという

懸念によるものである。 

一方で、救急車及び救急医療は、必要な者に適切に配分されるべき、公

共性の高い資源であることについて、住民へ情報発信し啓発に努め、不要

不急での利用を避けるなど、住民への協力を求めていくことが重要である

ことが指摘されている。  
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消防法改正（１）：協議会について

○ 構成メンバー

・ 消防機関の職員

・ 医療機関の管理者又はその指定する医師
（救命救急センター長など）

・ 診療に関する学識経験者の団体の推薦する者

・ 都道府県の職員

・ 学識経験者等（都道府県が必要と認める者）

○ 役割

・ 傷病者の搬送及び受入れの実施基準に関する
協議

・ 実施基準に基づく傷病者の搬送及び受入れの
実施に関する連絡調整（調査・分析など）

協議会

都道府県知事

関係行政機関

意見具申

協力要請

・ 実施基準
・ 搬送・受入れの実施

に関し必要な事項

・ 資料提供
・ 意見表明

都道府県に設置

 

総務大臣
厚生労働大臣

情報提供
等の援助

搬送に当たり、
実施基準を遵守

消防機関

受入れに当たり、
実施基準の尊重に努める

医療機関

都道府県が策定・公表

① 傷病者の状況に応じた適切な医療の提供が行われるよ
う分類された医療機関のリスト

② 消防機関が傷病者の状況を確認し、①のリストの中から
搬送先医療機関を選定するためのルール

③ 消防機関が医療機関に対し傷病者の状況を伝達する
ためのルール

④ 搬送先医療機関が速やかに決定しない場合において
傷病者を受け入れる医療機関を確保するために、消防
機関と医療機関との間で合意を形成するためのルール

等

※都道府県の全区域又は医療提供体制の状況を考慮した区域ごとに定める。

消防法改正（２）：実施基準（ルール）について

・医学的知見
に基づく

・医療計画と
の調和

協議会

基準策定時
に意見聴取

実施基準（ルール）
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消防法（昭和２３年法律第１８６号）（抄） 
 

第７章の２ 救急業務 
 

第３５条の５ 都道府県は、消防機関による救急業務としての傷病者（第２条第９項に規定
する傷病者をいう。以下この章において同じ。）の搬送（以下この章において「傷病者の搬
送」という。）及び医療機関による当該傷病者の受入れ（以下この章において「傷病者の受
入れ」という。）の迅速かつ適切な実施を図るため、傷病者の搬送及び傷病者の受入れの実
施に関する基準（以下この章において「実施基準」という。）を定めなければならない。 

２ 実施基準においては、都道府県の区域又は医療を提供する体制の状況を考慮して都道府
県の区域を分けて定める区域ごとに、次に掲げる事項を定めるものとする。 
一  傷病者の心身等の状況（以下この項において「傷病者の状況」という。）に応じた適
切な医療の提供が行われることを確保するために医療機関を分類する基準 

二 前号に掲げる基準に基づき分類された医療機関の区分及び当該区分に該当する医療機
関の名称 

三 消防機関が傷病者の状況を確認するための基準 
四 消防機関が傷病者の搬送を行おうとする医療機関を選定するための基準 
五 消防機関が傷病者の搬送を行おうとする医療機関に対し傷病者の状況を伝達するため
の基準 

六 前二号に掲げるもののほか、傷病者の受入れに関する消防機関と医療機関との間の合
意を形成するための基準その他傷病者の受入れを行う医療機関の確保に資する事項 

七 前各号に掲げるもののほか、傷病者の搬送及び傷病者の受入れの実施に関し都道府県
が必要と認める事項 

３  実施基準は、医学的知見に基づき、かつ、医療法 （昭和２３年法律第２０５号）第３
０条の４第１項 に規定する医療計画との調和が保たれるように定められなければならな
い。 

４ 都道府県は、実施基準を定めるときは、あらかじめ、第３５条の８第１項に規定する協
議会の意見を聴かなければならない。 

５ 都道府県は、実施基準を定めたときは、遅滞なく、その内容を公表しなければならない。 
６ 前３項の規定は、実施基準の変更について準用する。 
 

第３５条の６ 総務大臣及び厚生労働大臣は、都道府県に対し、実施基準の策定又は変更に
関し、必要な情報の提供、助言その他の援助を行うものとする。 

 

第３５条の７ 消防機関は、傷病者の搬送に当たつては、実施基準を遵守しなければならな
い。 

２ 医療機関は、傷病者の受入れに当たつては、実施基準を尊重するよう努めるものとする。 
 

第３５条の８ 都道府県は、実施基準に関する協議並びに実施基準に基づく傷病者の搬送及
び傷病者の受入れの実施に係る連絡調整を行うための協議会（以下この条において「協議
会」という。）を組織するものとする。 

２ 協議会は、次に掲げる者をもつて構成する。 
一 消防機関の職員 
二 医療機関の管理者又はその指定する医師 
三 診療に関する学識経験者の団体の推薦する者 
四 都道府県の職員 
五 学識経験者その他の都道府県が必要と認める者 

３ 協議会は、必要があると認めるときは、関係行政機関に対し、資料の提供、意見の表明、
説明その他の協力を求めることができる。 

４ 協議会は、都道府県知事に対し、実施基準並びに傷病者の搬送及び傷病者の受入れの実
施に関し必要な事項について意見を述べることができる。 
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「医療提供体制の確保に関する基本方針」（厚生労働省告示）

医療計画において明示される救急医療に関する機能

４疾病

がん

脳卒中 救急医療の機能

急性心筋梗塞 救急医療の機能

糖尿病

５事業

救急医療 休日夜間急患センターや２４時間対応する診療所等で初期の救急医療を提供する機能

緊急手術や入院を必要とする救急患者に医療を提供する機能

生命にかかわる重篤な救急患者に救命医療を提供する機能

精神科救急について、輪番制による緊急時における適切な医療及び保護の機会を確保するた
めの機能、重度の症状を呈する精神科急性期患者に対応するための中核的な機能、等。

災害時における医療

へき地の医療

周産期医療 高度な診療を要するリスクの高い分娩を扱う機能

小児医療 在宅当番医制、休日夜間急患センターや２４時間対応する診療所等
初期の小児救急医療を提供する機能

緊急手術や入院を必要とする小児救急患者に医療を提供する機能

生命にかかわる重篤な小児救急患者に救命医療を提供する機能

 

医療計画における救急医療提供体制

三次救急
医療機関
(救命救急医療)

二次救急
医療機関

初期救急
医療機関

緊急性・専門性の高い脳卒中、急性心筋梗塞等や、重症外傷等の複
数の診療科領域にわたる疾病等、幅広い疾患に対応して、高度な専
門的医療を総合的に実施。
その他の医療機関では対応できない重篤患者への医療を担当し、地
域の救急患者を最終的に受け入れる役割を果たす。

地域で発生する救急患者への初期診療と応急処置を行い、必要に応
じて入院治療を行う。医療機関によっては、脳卒中、急性心筋梗塞等
に対する医療等、自施設で対応可能な範囲において高度な専門的診
療を担う。また、自施設では対応困難な救急患者については、必要な
救命処置を行った後、速やかに、救命救急医療を担う医療機関等へ
紹介する。

主に、独歩で来院する軽度の救急患者への夜間及び休日における外
来診療を行う。

参考：「疾病又は事業ごとの医療体制について」(厚生労働省医政局指導課長通知)

重症及び複数の
診療科領域にわたる

全ての重篤な救急患者

入院治療を必要とする
重症の救急患者

比較的軽症の
救急患者

傷
病
者
発
生
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２ 傷病者の搬送及び受入れの実施基準について 

 

  都道府県は、消防機関や医療機関等が参画する協議会における協議を経て、

消防法第３５条の５第２項各号に規定する傷病者の搬送及び受入れの実施

基準を策定していくこととなる。 

当該実施基準の策定は、現状の医療資源等を活用し、傷病者の搬送及び受

入れをどのように行っていくべきか、消防機関及び医療機関等が共通の認識

の下で、当該都道府県における対応方策を決定していくことを意味するもの

である。 

従来、救急隊は、傷病者を観察し、適当な診療科に当てはめることにより

受入医療機関を選定してきたが、救急隊がエックス線撮影やエコ－検査、血

液検査等を現場で実施できるわけではないことを念頭におくと、診療科に応

じて傷病者を当てはめるのではなく、傷病者の症状等に応じて対応出来る医

療機関をあらかじめ整理しておくことが、適切な傷病者の搬送及び受入れを

実施していく上で重要である。そのため、消防法では、各都道府県において、

傷病者の症状等を分類基準として策定し、その症状等に応じた医療機関を明

らかにしていくこととされており、その上で、当該医療機関に傷病者が適切

に搬送されるよう、救急隊の観察や伝達の基準について定めることとなって

いる。 

また、これらの基準に基づき、受入医療機関が速やかに決まることが望ま

れるが、一方で、受入医療機関の選定に時間を要し、医療機関への照会回数

が多くなる事案も起こっており、こうした事態にも対応する必要があること

から、受入医療機関が速やかに決まらない場合の医療機関の確保方策につい

ても、関係者間で協議し、都道府県が実施基準として策定することとなって

いる（参考（第１号～第７号の実施基準に関するもの）参照 ）。 

 

  


